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江蘇省
江蘇省の経済動向

2022年の江蘇省の域内総生産（GRP）は前年比2.8％増
の12兆2,875億6,000万元（全国のGDPの10.2％を占める）
となった。成長率は上海市（0.2％減）を3.0ポイント上回っ
たが、全国（3.0％）を0.2ポイント下回った。第二次産業は
3.7％増の5兆5,888億7,000万元でGRP全体に占める割合
は45.5％、第三次産業は1.9％増の6兆2,027億5,000万元
でGRP全体に占める割合は50.5％となり、全体に占めるウ
エイトが最も大きかった。固定資産投資の伸び率は3.8％、
社会消費品小売総額は0.1％増と微増だがプラスを維持で
きた。貿易総額は4.8％増の5兆4,454億9,000万元だった。
江蘇省の対内直接投資は実行ベースで全国1位、実行額は
5.7％増の305億ドルとなり、華東地域（上海市、江蘇省、
浙江省）全体の41.4％を占め、前年と同じだった（表1）。

表１:	 江蘇省の経済動向（2022年）
項目 金額 伸び率-

（％）
GRP（域内総生産）（億元） 122,876 2.8
第1次産業（億元） 4,959 3.1
第2次産業（億元） 55,889 3.7
第3次産業（億元） 62,028 1.9

工業生産付加価値額
(一定規模以上、億元) - 5.1

固定資産投資額（億元） - 3.8
インフラ投資額（億元） - 8.2
民間投資額（億元） - 2.9
不動産開発投資額（億元） - △7.9

社会消費品小売総額（億元） 42,752 0.1
貿易総額（億元） 54,455 4.8
輸入額（億元） 19,639 0.4
輸出額（億元） 34,816 7.5

対内直接投資
契約ベース（億ドル） - -
実行ベース（億ドル） 305 5.7

消費者物価指数（CPI） - 2.2
都市住民1人あたり可処分所得（元） 60,178 4.2

出所：	江蘇省統計局の発表をもとにジェトロ作成

＜地方政府との交流の状況＞
①	蘇州高新区管理委員会・蘇州日商倶楽部座談会
・	開催日時：2022年4月21日
・	中国側参加者：蘇州高新区管理委員会
・	日本側出席者：蘇州日商倶楽部
・	交流内容：日系企業と日本人を対象にした一連の新型
コロナウイルス感染に係る課題のヒアリング。事前に
アンケートを実施。

②	蘇州市商務局・蘇州日商倶楽部面談会
・	開催日時：2022年5月30日
・	中国側参加者：蘇州市商務局
・	日本側出席者：蘇州日商倶楽部
・	交流内容：新型コロナウイルス感染拡大からの生産・

操業再開に関する面談。日系企業が直面する課題を伝
達する主旨。

③	蘇州官民対話
中日（蘇州）地方発展合作示範区陽澄湖創新合作発展サ
ミット・新産業発展と合作サロン

・	開催日時：2022年7月13日
・	中国側参加者：蘇州市人民政府
・	日本側出席者：在上海日本国総領事館、蘇州日商倶楽部
・	交流内容：蘇州内の各行政区で持ち回りで行われてい
た蘇州官民対話。昆山での実施。

④	蘇州官民対話
中日（蘇州）地方発展合作示範区　工作意見交換体制
　2022年エネルギー・インターネット産業発展合作座談会

・	開催日時：2022年9月7日
・	中国側参加者：蘇州市人民政府
・	日本側出席者：在上海日本国総領事館、蘇州日商倶楽部
・	交流内容：蘇州内の各行政区で持ち回りで行われてい
た蘇州官民対話。相城区での実施。

＜建議＞
①	日中間の渡航について
　査証申請に必要な中国政府発行招聘状の不要
化、中国入国後の隔離の撤廃など、日本人駐在
員の赴任や一時帰国が容易になった点には非常
に感謝する。

　ただ、日本から出張者を短期派遣しようとした
場合、査証申請に数週間の時間がかかってしま
う。コロナ前と比較すると、日中往来の不便さが
依然として残り、事業活動の支障となっている。
短期滞在の査証免除制度を早期に再開していた
だきたい。

②	コロナに関する通知
　コロナに関する政府当局指示について、指示開
始の際には通知されるが、措置の終了が明確に
宣言されないため、いつまで継続すべきかどう
かの判断が難しい。

　防疫措置は緩和したが、例を挙げると一部の輸
入貨物取扱者はPCR検査を継続しているケース
がある。措置の終了が通知されないため、罰則
を受けるリスクを懸念してのことであるが、当局
から通知を受けた防疫措置について、やめ時の
判断が困難である。

　措置の終了時期についての明確な宣言や、措置
変更の際に、それまでの措置を終了した上で変
更する旨の明確な宣言を希望する。

③	新規赴任時の手続について
　新規赴任者が着任後中国で生活を始めるにあ
たり、居留許可証の取得や銀行口座の開設が必
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要になってくる。銀行口座を開設するには居留
許可証の提示が求められるので、まず居留許可
証を入手する必要がある。また、国内の大手銀
行では、居留許可証を含めた必要資料の口座開
設前審査期間を設けている。まず居留許可証を
申請・入手、口座開設前審査というスケジュール
で進めると、約1カ月間は銀行口座を持てないた
め、その間生活が大変不便である。居留許可証
の発給に係る時間の短縮を希望する。

④	化学系企業への環境要求について
　近年の中国政府の環境保護方針は十分に理解
する。一方で、特に蘇州地域では、化学系製造業
が事業規模を拡大する際に、排ガスや排水の総
量増加の許可を得ることが非常に厳しく、事業
拡大の障害となっている。

　企業側では環境改善の取り組みとして高効率処
理装置の導入等を行い環境負荷低減に努力し、
排ガスや排水の汚染濃度の低減を積極的に実施
している。

　より合理的な許認可判断をお願いしたい。

⑤	 関税ルール運用について

　化学系企業が保税原料を輸入・加工する場合、
手冊に登録し厳格に管理して生産に使用して
いるが、保税原料を生産投入した場合の損耗率
（収率）について、蘇州地区では0％の運用ルー
ルがある。しかしながら、地域によっては損耗率
（収率）が異なっており、例を挙げると、深圳で
は、損耗率2％まで認められている。

　関税ルールの運用には地域差があるため、運用
の統一を要請したい。

⑥	電力供給について
　2021年の9月末から10月にかけ、電力不足に伴
い、蘇州では企業に対する大規模な電力制限が
行われた。2022年の8月中旬にも小規模である
が電力制限が行われた。

　電力制限下では、生産減少や生産停止の通達が
前日の夜等直前となったことから大変な混乱が
起きた。また、企業側の負担を減らすべく、調整
が続けられていたことは理解できるが、一度制
限指示をだし、その後、調整の結果、制限を回避
したという通知が、制限日の直前であり、企業側
では調整が間に合わず稼働できないという事態
も発生した。

　突然の電力制限によりサプライチェーン全体が
混乱し、企業として大きな損失が発生する。

　電力供給の不足がないよう、また予告のない電
力制限指示がなきよう、計画的な発電能力の確
保をお願いしたい。

　なお、CO2排出量削減の政府方針は十分に理解
しており、太陽光パネルの設置など再生エネル
ギーの利用に関し、積極的な対応を実施・検討
している日系企業は多い。

浙江省
浙江省の経済動向

2022年の浙江省の域内総生産（GRP）は前年比3.1％増
の7兆7,715億元（全国のGDPの6.4％を占める）となった。
成長率は全国（3.0％）をわずかだが0.1ポイント上回った。
産業別では、第二次産業が3.4％増の3兆3,205億元、第三
次産業が2.8％増の4兆2,185億元でGRP全体に占める割
合はそれぞれ42.7％、54.3％となった。固定資産投資は
9.1％増となり、成長率は全国（4.9％）を4.2ポイント上回っ
た。貿易総額は13.1％増の4兆6,837億元であった。浙江省
への対内直接投資は実行額で5.2％増の193億ドルであっ
た。先行指標となる契約額は12.7％増の434億ドルだった
（表2）。

表２:	 浙江省の経済動向（2022年）
項目 金額 伸び率-

（％）
GRP（域内総生産）（億元） 77,715 3.1
第1次産業（億元） 2,325 3.2
第2次産業（億元） 33,205 3.4
第3次産業（億元） 42,185 2.8

工業生産付加価値額
(一定規模以上、億元) 21,900 4.2

固定資産投資額（億元） - 9.1
インフラ投資額（億元） - 7.6
民間投資額（億元） - -
不動産開発投資額（億元） 12,940 4.4

社会消費品小売総額（億元） 30,467 4.3
貿易総額（億元） 46,837 13.1
輸入額（億元） 12,511 10.7
輸出額（億元） 34,325 14.0

対内直接投資
契約ベース（億ドル） 434 12.7
実行ベース（億ドル） 193 5.2

消費者物価指数（CPI） - 2.2
都市住民1人あたり可処分所得（元） 71,268 4.1

出所：	浙江省統計局の発表をもとにジェトロ作成

浙江省への対内直接投資を実行ベースで都市別にみる
と、湖州市は前年比48.9％増と成長率1位であった。杭州
市の投資額は78億1,238万ドルと浙江省全体の40.5％を占
め、引き続き大きな投資額を維持したが、前年比4.4％減と
成長がマイナスに転じた。投資額上位3位の杭州市、寧波市
（37億2,658万ドル）、嘉興市（31億5,760万ドル）を合計す
ると、浙江省の投資総額の76.1％を占めた。

＜建議＞
環境・省エネ、都市開発等における問題点・要望
①	工場立退きに当たっての十分な情報開示および
補償の確保を要望する。

②	工業用地譲渡条件について透明性の確保を要
望する。

③	電力制限規制の撤廃ならびにやむを得ない制限
時には事前通知の徹底を要望する。
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④	環境政策にかかわる紹介、解説をセミナーのよ
うな形で幅広く行っていただくことを要望する。
その際、日本企業の接点となるジェトロ等の日本
の機構を通じ、日系企業に多様な環境情報を紹
介いただくことを要望する。

⑤	化学品や危険物関連規制の漸進的・合理的な
実施を要望する。

⑥	バランスの取れた環境規制への取り組みを要望
する。

⑦	廃棄物処理に対する環境整備を要望する。

通関上の問題点・要望
⑧	輸出入通関手続の明確化・簡素化と関税負担の
軽減を要望する。

⑨	関税率見直しに関する周知を徹底するととも
に、適正な導入期間を設けていただくよう要望
する。

金融に関する問題点・要望
⑩	外貨換金規制の緩和を要望する。

⑪	企業の海外送金ならびに海外投資に関し送金
金額の上限撤廃を要望する。

日系企業の円滑な活動支援への要望
⑫	対外開放、持続的成長の堅持と良好な日中ビジ
ネス環境実現を要望する。

⑬	日系企業クラブ等への活動支援と交流促進を要
望する。

その他
⑭	税務管轄区間をまたがる事業所の移転の円滑
化を要望する。

⑮	建設業における分公司設立・納税指導の廃止や
さまざまな制限緩和を要望する。

⑯	食品安全法に対する細則策定を要望する。

⑰	企業のガバナンスが強化できるような政策の策
定、実施を要望する。

⑱	政府管理下の大型プロジェクトに関する入札に
ついて、公平性、公開性を改善いただくよう要望
する。

⑲	不動産物件の用途変更・企業登記の際の規制
緩和を要望する。

⑳	海外との通信環境の改善を要望する。

㉑	交通、医療を中心とした生活環境の改善を要望
する。

㉒	2023年9月より杭州ではアジア大会開催が予定
されている。その際に工場稼働停止の要請等の
計画がある場合は、できる限り早く開示をお願い
したい。可能であれば稼働は継続させていただ
きたい。

㉓	外資企業に対する優遇政策があれば、漏れなく

全て情報提供をお願いしたい。現状ではこちら
から調べて申請する形式となっており、そもそも
優遇政策がある事を知らない企業も多い。


